（各課様式１）

予算要求資料
平成30年度当初予算　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費　　　
	事業名　新ライフプランシート作成ＷＥＢサイト制作運用管　　　　　理業務委託費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部子ども・女性局子育て支援課少子化対策係　電話番号：058-272-1111（内2685）

　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11236@pref.gifu.lg,jp 

１　事業費　　4,288千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,288
	2,144
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,144

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　少子化の大きな要因として、非婚化・晩婚化があげられており、高齢出産や不妊治療受診も増加している。このような現状を解消するため、人生の早い時期に就労・結婚・出産・子育て等に関する知識や人生設計を考える機会の提供が求められている。
　　　そのため、成人式に出席した新成人をはじめ若者が、必要な知識や情報を手軽に学び、自らの希望する人生設計を可視化できるライフプランシートを作成できるＷＥＢサイト（以下「サイト」という。）を作成することで、若者に家族や子どもを持つことを前向きに捉えてもらう機会を提供する。
（２）事業内容

新成人をはじめ若者向けにサイトを開設し、若者がスマートフォン等の端末で、現在の自分から、就労・結婚・出産・子育て・老後までの将来希望する人生選択を画面上で答えることで、自分独自のライフプランシートが自動的に作成され、シートの印刷やメール転送できる機能を有するシステムを構築する。
　　　サイトの設計においては、若者が就労・結婚・出産・子育て・老後の人生選択をするに当たり、参考となる知識や統計情報等を表示するとともに、岐阜県の各種支援情報も合わせて提供できるものとする。
　　　また、サイトを経由しサーバーに蓄積された回答データを統計的に処理し、今後の県施策の立案に役立てる。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　平成３０年度１/２（地域少子化対策重点推進交付金を活用）4,288千円
　　　平成３１年４月～平成３３年３月　　　1,908千円

　　※平成３０年４月から平成３３年３月まで３年間の債務負担行為設定

（４）類似事業の有無
　　　　無

※高校生向けライフプラン啓発冊子「未来の生き方を考える」を毎年作成し、県内全公・私立高等学校に配布。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	4,288
	ライフプランシート作成ＷＥＢサイト制作・運用管理業務委託事業
　・ＷＥＢサイトの制作・運用管理
　・ＱＲコード付き啓発印刷物の作成及び送付

	合計
	4,288
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　第３次岐阜県少子化対策基本計画
Ⅰ　結婚したい人が結婚できる岐阜県づくり

　　（１）結婚・出産・子育てに夢を持てる社会づくり
　　　　　結婚・出産・子育てのすばらしさの発信

（２）国・他県の状況

　・国　ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日閣議決定）
ライフプランニングに関する教育の支援の推進

　・他県　神奈川県ホームページ

特設サイト「丘の上のお医者さん」ライフプランシートシュミレーター
（３）後年度の財政負担
　　サイト保守管理費　１，９０８千円（年間運営費）
（４）事業主体及びその妥当性

　　県内の若者全てを対象にライフプランの啓発を図るものであり、実施主体は県とすることが妥当。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・就業、結婚、妊娠・出産、子育てなど各ライフステージにおいて、タイミングを逃さず自らの希望する生き方ができるよう、人生の早い時期から必要な知識やライフプランについて考える機会を提供することで、結婚や子どもを生み育てることに前向きになってもらう。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県民意識調査
（結婚・出産・子育てを明るく前向きに考えることができる人の割合）
	57.3
（H28）
	－
（H  ）
	－
（H  ）
	－
（H　）
	70.0
（H36）
	－％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	主な啓発対象である若者に対する啓発方法として、ライフプランに対する関心・興味を持ってもらうことが必要であり、スマートフォン等による端末操作で容易に触れることができる本事業は効果的である。

また、ライフプランの啓発は繰り返し行うことが必要であるが、誰でも自分のライフプランシートを容易に作成し、随時更新できることは、将来の人生設計の変更を可視化できるとともに、繰り返しライフプランに触れることにつながり本事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	・サイト運用開始後は、必要な情報の精査と更新を実施するとともに、サイトの見やすさや使いやすさに常に配慮する必要がある。


（次年度の方向性）
	・サーバーに蓄積された非特定の回答データを統計的に分析し、少子化対策の施策の充実に生かしていく。


財政課で記載します。








